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第２回 調整力等に関する委員会 議事録 

 

日時：平成２７年６月１１日（木）１８：３０～２０：４０ 

場所：電力広域的運営推進機関 神保町ビル ２０１・２０２・２０３会議室 

 

出席者： 

大山 力 委員長（横浜国立大学大学院 工学研究院 教授） 

大橋 弘 委員（東京大学大学院 経済学研究科 教授） 

荻本 和彦 委員（東京大学 生産技術研究所 特任教授） 

合田 忠弘 委員（同志社大学大学院 理工学研究科 客員教授） 

松村 敏弘 委員（東京大学 社会科学研究所 教授） 

加藤 和男 委員（電源開発㈱ 経営企画部 部長代理） 

川辺 豊明 委員（サミットエナジー㈱ 専務取締役） 

塩川 和幸 委員（東京電力㈱ 執行役員 ﾊﾟﾜｰｸﾞﾘｯﾄﾞｶﾝﾊﾟﾆｰ・ﾊﾞｲｽﾌﾟﾚｼﾞﾃﾞﾝﾄ） 

雫石 伸 委員（㈱エネット 取締役 技術本部長） 

田中 良 委員（㈱ＮＴＴﾌｧｼﾘﾃｨｰｽﾞ ｿｰﾗｰﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ本部 部長・ｾﾞﾈﾗﾙｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ） 

平岩 芳朗 委員（中部電力㈱ 執行役員 流通本部 系統運用部長） 

 

配布資料： 

（資料１－１） 議事次第 

（資料１－２） 本日の内容について 

（資料２） 調整力に関する系統容量の定義について 

（資料３－１） 中部電力株式会社提出資料_短期断面における調整力確保の考え方と 

需給バランス・周波数調整の状況 

（資料３－２）  東京電力株式会社提出資料_運転予備力確保の考え方 

（資料４） 海外事例の調査について 

 

議題１：開会 

 ・事務局より、資料１－１、資料１－２により説明を行った。 

 ・質疑は特に無し。 

 

議題２：調整力に関する系統容量の定義について 

 ・事務局より、資料２により説明後、議論を行った。 

 

〔主な議論〕 

（平岩委員）スライド４、「一般電気事業者による調整力確保のこれまでの考え方」の欄の瞬動予備力の

項目で、“「系統容量」は１時間断面毎の電力（発受電端、１時間平均値）”と記載があるが、

瞬動予備力については、瞬時瞬時の需要に対して、適正な容量を持つのが基本的な考え方で

あり、１時間の平均値に対して、確保するものではないのではないか？ 

→（事務局） 瞬動予備力の確保について計画する時点で、何に対する３％を確保するのかを考えた際

に、瞬時瞬時の需要の変動を想定して、それに対して３％を確保しているわけではな

く、１時間平均値を想定して、それに対して３％を確保するという位置づけではないか

と考えたもの。実際には、需要が瞬時に増えた場合、増加分に対して瞬動予備力を追加

確保しているといった具合に、瞬時瞬時の需要変動に合わせて瞬動予備力を確保して
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いるのが実態であれば、瞬時値に対して３％確保するという表現が正しいかもしれな

いが、実態はどうなっているのか？ 

→（平岩委員）需要は、１時間の中でも大きく変わる時間帯もあるので、瞬動予備力は、計画断面だけ

ではなく、実需給断面においても、需要の３％を確保するのが基本だと考えている。 

 

（田中委員）将来系統連系される再生可能エネルギーを前提に調整力のあり方を検討するのか？ 

（荻本委員）安定的な電源と能動的には動かない需要があるような従来の環境では、従来の系統容量の考

え方で問題ないと考えるが、太陽光発電、風力発電、蓄電池等が入ってくる将来の環境では、

この従来の系統容量の定義のままで良いと考えているのか？ 

→（事務局） 今回の資料は、従来の考え方を整理したもの。当委員会での今後の議論において、定義

を変えた方が良いということになれば、変更する。 

→（荻本委員）承知した。 

→（松村委員）必要な調整力は、何かの値に対して何％という考え方を続けるのであれば、“何かの値

に対して”の部分が、今までのもので良いのかということが課題であり、系統容量の定

義をどうするかが直接的な課題ではないのではないか。また、需要関連の何かの値に対

して何％とする考え方自体を変える選択肢もあるのではないかと考える。 

 

（雫石委員）スライド３、「一般電気事業者による調整力確保のこれまでの考え方」の欄の供給予備力の

項目で、“最大３日平均”とは実績値なのか、それとも想定値なのか？ 

→（事務局） 予め確保しておく調整力の議論なので、想定値である。 

 

（雫石委員）スライド５の図には、連系線の記載はないが、連系線は考慮されていないのか？ 

→（事務局） 図に記載はないが、連系点での受電と送電の差分についてもカウントしている。 

→（雫石委員）それであれば、誤解の無いように図に記載していただきたい。 

→（事務局） 図を修正する。 

 

（加藤委員）“調整力”と“予備力”については、用語を使い分けているのか？一般送配電事業者が確保

するものが“調整力”で、それ以外が“予備力”と使い分けているように見える個所もある

が、運転予備力や瞬動予備力等の一般送配電事業者が確保するものを“予備力”と呼んでい

る部分もあり、誤解を招く可能性があるのではないか？ 

→（事務局） 現時点では、一般送配電事業者が確保して活用するものを“調整力”とし、それ以外を 

“予備力”と記載している。なお、今回の資料の“運転予備力”と“瞬動予備力”につ

いては、これまで使ってきた言葉なので、そのまま使用している。 

→（大山委員長）運転予備力や瞬動予備力の“予備力”を“調整力”と置き換えた場合、英語で表現し

たときに海外で用いられている用語と違ってくるのではないか。 

→（事務局） 用語については、今後の議論であると考えている。 

 

議題３：短期断面における調整力確保の考え方と需給バランス・周波数調整の状況 

 ・平岩委員より資料３－１、塩川委員より資料３－２により説明後、議論を行った。 

 

〔主な議論〕 

（合田委員）資料３－１のスライド１０について、前日計画では短時間需要変動対応分である最大電力の

３％と需要想定誤差の５％を合計した８％を運転予備力として確保している。しかし、当日

計画では短時間需要変動対応分の予備力をリリースしているようにみえる。短時間需要変
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動の３％は予測できないものであり、当日でも必要と考えると、“前日計画の需要想定誤差

の５％が当日計画になると２％に減るので、当日計画で確保する運転予備力は短時間需要

変動分の３％と需要想定誤差の２％の合計５％”ということであれば理解できるが、そのよ

うに考えてよいのかお聞きしたい。また、資料３－２を含め、大規模電源脱落５％又は２～

３％と記載されているが、パーセンテージは需要に応じて変化するので、最大電源脱落量

（ｋＷ）で記載した方がわかりやすいのではないか。 

スライド１２について、需要変動に関する想定リスクには「雷等による大規模需要の脱落」

が記載されている。一方、供給力変動に関する想定リスクには「電源脱落」が記載されてい

ないが、想定リスクとして含まれていると考えてよいか。 

スライド３１の太陽光供給力は、メガソーラと家庭用太陽光両方の供給力と考えてよいか。 

最後に、需要の３％と言われているが、どこを計測して需要といっているのか。例えば、資

料２の発受電端電力（系統容量と同じ値）のことを言っているのか。 

→（平岩委員）資料３－１のスライド１０について、短時間需要変動に対応した調整力は、基本的には

自社内の供給力で確保するものであると考えている。但し、当日計画時点では、気象状

況、連系線の空容量、他エリアの需給状況を確認し、緊急時には応援融通が期待できる

と判断した場合は、自エリアの需要想定誤差の５％又は大規模電源脱落相当の運転予

備力を確保することにより、短時間需要変動に対する調整力分の３％を確保したうえ

で、実際に需要が想定を上回ってきた場合や大規模電源が脱落した場合は、他エリアか

らの応援に期待するという考え方である。 

スライド１２について、供給力変動のリスクには「電源脱落」も含まれる。「設備トラ

ブルの発電停止」に「電源脱落」を含めていたつもりだが、確かに発電機トラブルのう

ち通常停止と同じように徐々に出力を減少させて停止させる事象のみを指すようにも

解釈できるため、表現としては適切ではなかった。 

スライド３１については、自社及び全量買取のメガソーラ、並びに家庭用太陽光の余剰

買取のうち送配電系統に流入している供給力を示している。また、この資料でいう需要

とは、発受電端電力の値である。 

→（合田委員）短時間需要変動に対応する調整力の３％は減らないとすると、前日計画の８％が当日計

画で５％に減る理由は、需要想定誤差が前日の５％から当日になると２％に改善した

と理解すればよいのかとの質問である。資料３－２の東京電力の例では、短時間需要変

動に対する調整力は前日計画も当日計画も同じだが、需要想定誤差が当日になると減

るというイメージで記載されているものと理解。 

→（平岩委員）資料３－１のスライド２０の平成２６年７、８月の最大電力想定誤差（平均＋２σ）を

見て頂くと、前日想定の５．２％に対して当日の想定誤差が４．７％であり、前日の需

要想定誤差が当日になると大きく改善されるとは言えないことがわかる。このデータ

は、至近３年のデータであるが、前日から当日になっても需要想定誤差が大きく改善さ

れないということは、過去からの経験に基づいているものでもある。 

→（合田委員）当日計画で、大規模電源脱落相当の運転予備力にも短時間需要変動分が含まれていない

ということは、大規模電源脱落と短時間需要変動は同時に発生しないことを意味して

いるのか。 

→（平岩委員）大規模電源脱落と短時間需要変動は同時に発生する。電源脱落が発生した瞬間は、連系

線を介して運転予備力的な電力を受電しながら、他エリアから継続的な応援をお願い

するというプロセスになる。但し、他エリアからの応援を無条件で期待しているのでは

なく、連系線の空容量や他エリアの需給状況を確認したうえでということになる。 

→（大山委員長）私のイメージでは、前日計画で運転予備力を８％確保する。しかし、当日計画では連
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系線を介した応援を３％期待するので、差し引きで５％になると理解すればよいかと

思う。 

 

（荻本委員）現状は、一般電気事業者が自社の電源で調整力を確保しているので、合理的な運用が行われ

ていると思う。将来的に調整力を市場から確保することになれば、今のように合理的な運用

はできなくなるので、今回の考え方にしても制度変更に対応したものに変更していく必要

があると考える。現状の考え方としては理解した。 

→（平岩委員）今回は現状の考え方を説明したが、制度改正等にともない将来もこの考え方で引き続き

対応できるかどうかは、別途検討が必要と考えている。また、「起動費を考慮した電源

の合理的な運用」、「発電機の特性」、「ＬＮＧ基地への受入に伴う発電機の運転制約」等

により、実運用としては今回ご説明した以上の運転予備力を確保しているケースもあ

る。高めの予備力を確保しているときに、大規模電源脱落が発生し、結果として助かっ

ているケースがあるかもしれない。第２段階以降の調整力については、送配電事業者と

小売電気事業者の役割を含め、十分に議論する必要があると考える。 

 

（雫石委員）瞬動予備力は、需要に対する一定の比率で確保しているのか、それとも一定の絶対値を定め

て確保しているのか。 

→（平岩委員）瞬動予備力は、需要に対し一定の比率を確保している。資料３－１のスライド１５の短

時間需要変動率の図をみても、一日を通して需要に対する変動率はあまり変化してい

ないことがわかるかと思う。 

→（雫石委員）資料３－１のスライド１１の運転予備力は、１日を通して最大電力の５％を確保してい

るのではなく、需要の減少に伴い予備力の必要量は減少しているとの理解でよいか。 

→（平岩委員）運転予備力は、ピーク需要に対する比率又は大規模電源脱落に対応した量である。需要

が減少する断面では必要な運転予備力を確保したうえで必要でない電源を解列してい

くことになる。 

→（合田委員）瞬動予備力は発電機のガバナフリー分だとすると、発電機の種別と運転形態によってガ

バナフリー容量は決まるので、瞬動予備力は絶対量で決まっているのではないか。 

→（平岩委員）当社の中央給電指令所はガバナフリー運転を行う発電機を把握しているため、常時ガバ

ナフリー容量が系統容量の何％程度なのか確認できる。 

→（合田委員）中央給電指令所の発電機の選択により、ガバナフリー容量が決定するという理解でよい

か。 

→（平岩委員）その理解でよい。中央給電指令所は、その時々の需要の３％程度のガバナフリー容量が

確保されていることを確認している。 

 

（田中委員）資料３－１のスライド１７の地域要求量（ＡＲ）について、各社エリア内の調整を行うこと

を前提にしているとのことだが、各エリアがそれぞれ独自に自エリア内の調整を行った場

合、全体の周波数調整に悪影響を与えないのか。また、スライド３１の太陽光供給力は、推

定実績であり実績ではないということでよいか。 

→（平岩委員）６０Ｈｚ系の中西６社で考えた場合、資料３－１のスライド１７の地域要求量（ＡＲ）

を各エリアがゼロになるよう制御すれば、６０Ｈｚ系全体でみても適正な制御ができ

るという考え方である。スライド３１の太陽光供給力は表題のとおり推定実績である。 

 

（荻本委員）需要変動とガバナフリーについて議論があったが、需要は変動量で議論していて、ガバナフ

リーはその需要の変動を制御する機能であり、両者は別ものであるということをコメント
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したい。次に、短時間需要変動が需要の割合となるのは、大規模な系統で統計的にみられる

場合であり、比較的小さい系統に比較的な大きな変動源がある場合は、それが支配的になる

のだと考える。よって、比較的大きな系統では、ご説明のとおり短時間需要変動は需要の割

合になると思うが、必ずしもそうではない事例もあるものと考える。 

あと、資料３－１のスライド３１の左図は、前日から当日にかけて予想の精度が高まると

いう事例に対して、右図は当日の予想でも大きく外すことがあるという事例であり、その

ような事象も当然ありうると考える。また、スライド２０の最大電力想定誤差率の「平均＋

２σ」について、前日より当日の方が傾向的には誤差が小さくなっているが最大誤差でみ

ると前日と当日の誤差はあまり改善していないことがわかる。現時点ではそういった状況

に対応できているのかもしれないが、将来的にみると最大誤差が減らないのは重い話であ

り、最悪ケースは予測してもあまりかわらないということを認識しておくべきである。 

 

（大橋委員）丁寧な資料を提出して頂いた中部電力に感謝申し上げる。先程の雫石委員の発言に関連する

かもしれないが、σの定義について、例えば、資料３－１のスライド１５のσは５分間平均

需要に対する変動量の割合を示しているが、スライド１０で調整力と予備力の話をする場

合は最大電力に対する比率で議論しており、両者は前提の違う数字で比較しているのでは

ないかという印象を受ける。 

→（塩川委員）私の理解が間違っているのかもしれないが、例えば、需要想定誤差については、最大電

力の想定とその実績の誤差からσを計算しており、最大電力以外の時間帯との誤差は

考慮していない。従って、想定していた最大電力が分母でその時の実績との差分（誤差）

が分子になるものと考える。 

→（大山委員長）短時間の誤差は、各時間帯の需要をベースにしており、最大電力に対するσではない

と考える。また、需要の減少時は、需要に対する最大電源相当分の比率が大きくなって

くるので、需要想定誤差の需要に対する５％よりも大きくなる場合がある。 

 

（川辺委員）周波数制御方式として各社が採用しているＴＢＣ（事務局注１）やＦＦＣ（事務局注２）が

広域機関の送配電等業務指針に記載されていないことに違和感がある。そもそも、ＴＢＣや

ＦＦＣは電力の自主運用によるものなのかどうかを教えて頂きたい。また、中西６０Ｈｚ地

域はオールＴＢＣであるが、１社でもＦＦＣで系統全体を見なくてよいのかどうかについ

ても確認したい。  

→（平岩委員）中西６０Ｈｚ地域のオールＴＢＣについては、各エリアが責任をもって、各エリアの地

域要求量をゼロにするよう制御することで、全体の周波数を適正値に維持する方式で

ある。これは広域機関設立の何年も前から採用されており、オールＴＢＣでも不具合は

発生していないので、現状の方法を継続している。 

→（塩川委員）一方、北海道電力を除く５０Ｈｚ地域では、東京電力はＦＦＣ、東北電力はＴＢＣを採

用している。５０Ｈｚ地域も昔からこの方式を採用している。現時点では過去の経緯を

把握していないが、東京電力と東北電力との系統容量の規模の差が大きいことが要因

の一つではないかと考える。 

→（川辺委員）関西電力は、かつてＦＦＣを採用していたが経済的なロスが大きいためＴＢＣに変更し

たと聞いている。ＦＦＣ＋ＴＢＣの方がオールＴＢＣに比べ安全率が向上するのかど

うか関心がある。オールＴＢＣでも大丈夫だと言われればそれでよいが、各電力がどの

ように周波数管理を行っているかを明確にした方がよいと考える。 

（松村委員）中西６０Ｈｚ地域のオールＴＢＣについては、過去見直されて今の方式になったということ

であれば、あくまで、“現状そのように制御している”ということ。広域機関の送配電等業
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務指針で規定されていないのは当然であり、規定されると変更できなくなる。今は、お任せ

しているが、今後変更する必要があれば広域機関で変更することになるのではないか、今の

方式に問題があるということであればご提案をお願いしたい。あと確認であるが、今回の資

料に記載された考え方は、各電力共通と考えてよいのか。 

→（事務局） その他の電力の考え方については、事務局にて一度整理する必要があると考えている。

次回までに各社の考え方を調べたい。 

→（松村委員）追加のデータをお願いしたい。資料３－１のスライド１４に相当する東京電力のデータ

の提出を可能であればお願いしたい。系統規模と変化量との関係について関心がある。

あと、スライド１４に関して中西６０Ｈｚ地域全体で合成、つまり同日同時刻のデータ

を合算したデータの提出をお願いしたい。中西６０Ｈｚ地域全体でみた場合に、需要の

変化傾向には地域差があるので各エリアで変化量が相殺され滑らかになるのか、相殺

されず滑らかにならないのか関心がある。 

→（塩川委員）データは別途提出するとして、自社需要かエリア需要かははっきりしないが、東京電力

の昨年の最大電力は４,９８０万ｋＷで、３０分の最大変化量が中部電力の２２３万ｋ

Ｗに対して、東京電力では３９０万ｋＷなので、系統規模の割合で考えるとほぼ同じよ

うな変化率ではないかと考える。 

→（松村委員）今回説明して頂いた考え方は、現在つまり需給がひっ迫している至近１年間の考え方な

のか、それとも今は需給検証小委員会を開催しなければならないほどの異常時なので、

平常時であればこの考え方による運用となるということなのか。 

→（平岩委員）中部電力は、現在この考え方で運用している。ただし、原子力の停止による影響でここ

数年当社は需給がひっ迫した会社に応援電力を送電しており、例えば、他エリアで電源

脱落や需要の急上昇により電気が不足する場合には、当日確保する５％を下回っても

最低限必要な３％の予備力がある限り応援している。 

→（松村委員）他エリアの需給ひっ迫により応援融通が必要となる局面以外は、この考え方で運用して

いると考えてよいか。 

→（平岩委員）当社の場合、現在、この考え方で運用している。 

 

（加藤委員）３点ほどコメントさせて頂きたい。例えば、運転予備力の確保量が系統容量の割合ではな

く、最大電源規模で決定するエリアや、再エネの導入が進んでいるエリアにおいては、今回

説明頂いた考え方と状況が異なると思う。事務局にて各社の状況を整理するということな

ので、是非お願いしたい。２点目は、前回の説明ではＬＯＬＰは８月の需要のみの分析であ

るとの説明があったが、８月以外の評価の必要性も気にかけていただきたい。３点目として

調整力は、自エリアのみならず他エリアの調整力の活用もあわせた評価が必要だと考える。

資料３－１のスライド２７で ピーク時の運転予備力について記載しているが、例えば、こ

の時に他エリアから連系線を介してどの程度の応援期待量があったのかもあわせて記載頂

ければと思う。 

 

議題４：海外事例の調査について 

 ・事務局より、資料４により説明後、議論を行った。 

 

〔主な議論〕 

（田中委員）再生可能エネルギーには、安定化の課題がある。蓄電池の併設や、再生可能エネルギーで水

素を生成したり揚水発電所のポンプ動力としたりすること等で再生可能エネルギーの安定

化を図っている事例があるかどうかも調査してほしい。 
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→（事務局） 調査内容としては、スライド３０の④に相当すると考える。再エネ導入拡大のために系

統側で実施していること、発電所側で実施していることについて、確認していきたい。 

 

（荻本委員）今回議論した“系統容量”のように、キーワードになる重要な単語がいくつもある。同じよ

うな英語を使用している場合もあるが、異なる場合もあり、言葉の違いは、考え方の違いに

も起因している可能性がある。重要なものについては、その言葉の定義や、なぜその名称に

なっているのか等を比較できるように整理してほしい。 

 

（合田委員）欧州では、ＥＮＴＳＯ－Ｅがグリッドコードを定めている。グリッドコードの内容について

確認してほしい。また、ネットワーク構成と運用は、密接に関連しており、欧州でできても

日本ではできないケースもある。ネットワーク構成がどうなっているのかも併せて調査し

てほしい。 

→（事務局） ＥＮＴＳＯ－Ｅのグリッドコードは公開されているが、読んだだけでは背景が理解でき

ないので、どういう背景で決まっているのかについても確認が必要だと考えている。ネ

ットワーク構成については、具体的にどういう視点で調べる必要があるのかについて

は、ご相談させていただきたい。 

→（荻本委員）ネットワークのモニタリング等は、ＣＯＲＥＳＯで実施しているので参考にされたらよ

い。 

 

（雫石委員）海外での考え方の歴史と変更の背景も併せて確認してほしい。 

→（事務局） 欧州のＥＮＴＳＯ－Ｅのグリッドコードは最近作成し始めたものである。それまでは、

各国それぞれの考え方があったので、どういう風に統一してきたのかについて、調査で

きれば参考になると考えている。 

 

事務局注１ ＴＢＣ（周波数偏倚連系線電力制御）： 

周波数の変化量と連系線潮流の変化量とを同時に検出して、負荷変化が自系統内で生じた

と判断した場合にのみ、自系統の発電機出力を制御する方式 

（出典：電気学会技術報告 第９７７号 給電用語の解説） 

事務局注２ ＦＦＣ（定周波数制御）： 

系統の周波数変化量だけを検出して、周波数を維持するように発電機出力を制御する方式 

（出典：電気学会技術報告 第９７７号 給電用語の解説） 

 

以上 


